
　お住まいの地域で発生した犯罪や不審者の情報を
タイムリーに配信します。登録は右の2次元コードから！！

※津島警察署が暫定的に集計したもので、愛知県警察本部が発表する
　犯罪統計数値と一致しません。詳しい内容は、町ホームページをご覧
　いただくか、役場防災危機管理課へお問合せください。
★身近な犯罪情報、不審者情報は
　　　メールマガジン「パトネットあいち」から

問合せ先　津島警察署　生活安全課　☎0567（24）0110
役場　防災危機管理課　内線 151

　下表は、町内で発生した犯罪件数を大字別で集計したもの
です。
　犯罪は、身近な場所で起きています。地域ぐるみで防犯意
識を高めましょう。

ストップ・ザ　交通事故 ～令和2年度 交通安全標語入賞作品～
事故なくす　マナーが行きかう　大治町。
ストップ・ザ　交通事故 ～令和3年度 交通安全標語入賞作品～

自転車も　一旦停止で　右左

大字別犯罪発生件数集計表

防犯防犯防犯

愛知県警察 
シンボルマスコット
「コノハけいぶ」

光で自宅を
守りましょう！
光で自宅を
守りましょう！

センサーライト
補助金

センサーライト
補助金
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南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情

報
が
発
表
さ
れ
た
ら

　
「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情
報
」

は
、南
海
ト
ラ
フ
沿
い
の
大
規
模
地

震
発
生
の
可
能
性
が
平
常
時
と
比
べ

て
高
ま
っ
た
と
評
価
さ
れ
る
と
、気

象
庁
か
ら
発
表
さ
れ
る
情
報
で
す
。

特
に
、「
南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情
報

（
巨
大
地
震
警
戒
）」が
発
表
さ
れ
た
場

合
に
は
、必
要
に
応
じ
、事
前
避
難
の

検
討
が
必
要
な
地
域
が
あ
り
ま
す
。

　

自
ら
の
命
を
守
る
た
め
、家
屋
の

耐
震
化
や
家
具
の
固
定
な
ど
、日
頃

か
ら
地
震
へ
の
備
え
を
確
認
し
て
お

き
ま
し
ょ
う
。

◉
事
前
避
難
対
象
地
域
と
は

　
地
震
後
の
浸
水
被
害
に
よ
り
避
難

が
間
に
合
わ
な
い
地
域
で
は
、最
も

警
戒
す
る
期
間
と
さ
れ
る
１
週
間
程

度
、知
人
・
親
類
宅
等
へ
の
避
難
を

検
討
し
ま
す
。

◉
被
害
想
定

　
本
町
で
は
、地
震
に
よ
っ
て
地
盤
が

液
状
化
す
る
な
ど
し
て
福
田
川
の
堤

防
が
沈
下
し
、平
均
約
26
㎝
、河
川
敷

内
ご
く
一
部
の
地
域
で
１
ｍ
を
超
え

る
浸
水
が
発
生
し
、一
部
地
域
で
は
、

地
震
後
30
分
以
内
に
30
㎝
の
浸
水
と

な
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

◉
町
内
の
事
前
避
難
対
象
地
域

　
大
字
西
條
の
次
の
地
域
が
対
象
地

域
で
す
。

西
之
川
・
壱
町
田
・
神
田
の
全
域

七
反
田
・
附
田
・
南
井
口
・
石
間
畑
・

狐
海
道
・
須
先
・
平
ケ
野
の
一
部

　

そ
の
ほ
か
、南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨

時
情
報
発
表
時
の
対
応
の
詳
細
は
、

町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
合
せ
先　

役
場 

防
災
危
機
管
理

課　
内
線
１
５
１

種類 対象 補助額

無料
木造住宅
無料耐震
診断

費用の80％の額
（上限120万円）

木造住宅
耐震改修

費用の2分の1の額
（上限20万円）

耐震シェルター
整備

費用の3分の2の額
（上限20万円）

木造住宅除却
（解体）

木造住宅耐震化補助事業のご案内

問合せ先　役場　都市整備課　内線１６４

昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅
在来軸組構法または伝統構法
（枠組壁構法（ツーバイフォー等）・木造と鉄骨造などの混構造・鉄骨造・コンクリー
ト造は除く）
2階建て以下の戸建、長屋、併用住宅および共同住宅（借家を含む）
現に人が住んでいる住宅

耐震診断の結果、判定値1.0未満（地震で倒壊する危険性が高い）と診断された木造住
宅について、判定値1.0以上に補強する耐震改修工事であること

耐震診断の結果、判定値0.4未満であること
申請年の年度末時点で年齢が65歳以上の方または身体障害者手帳等の交付を受け
た方が居住していること

耐震診断の結果、判定値1.0未満であること

　昭和５６年５月３１日以前に着工した建物は、地震に対する安全性や耐震性が不足している可能性があり
ます。町では、住宅の耐震診断・改修等に対して下表のとおり補助制度を設けています。いつ発生するか分
からない大地震に備えて、ぜひご活用ください。
　なお、全ての事業において、補助申請前に事業に着手すると補助の対象となりません。詳しくは、お問合
せください。
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